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中小企業再生支援スキーム  新旧対照表 

（改訂後） （改訂前）  

（略） 

 

１．～８． （略） 

 

 

９．個人保証人の資産の贈与が租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４

０条の３の２に該当するものであることの確認手続 

検討委員会の委員は、債務者の再生計画において定められた個人保証人の資

産の贈与に関し、当該個人保証人から要請があった場合には、次に掲げる要件

の全てを満たしていることについて確認を行い、当該個人保証人に対して確認

書（別紙様式４（９．（３）③ｲ該当の場合）又は別紙様式５（９．（３）③ﾛ該

当の場合））を交付する。なお、全国本部が行う場合においては、確認書を交付

しない。 

 

（１）～（２） （略） 

 

（３）「債務処理計画に基づく資産の贈与」の要件 

① ～② （略） 

③ 当該債務者が、①の保証債務の一部の履行があった時点及び②の資産の

贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、租税特別措置法第４２条の４第８

項第７号に規定する中小企業者に該当する内国法人で、次の掲げるｲ又はﾛ

のいずれかを満たすこと。 

ｲ 中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法

律第２条第１項に規定する金融機関から受けた事業資金の貸付けにつき、

当該貸付けに係る債務の弁済の負担を軽減するため、同法の施行の日（平

成２１年１２月４日）から平成２８年３月３１日までの間に条件の変更を

（略） 

 

１．～８． （略） 

 

 

９．個人保証人の資産の贈与が租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４

０条の３の２に該当するものであることの確認手続 

検討委員会の委員は、債務者の再生計画において定められた個人保証人の資

産の贈与に関し、当該個人保証人から要請があった場合には、次に掲げる要件

の全てを満たしていることについて確認を行い、当該個人保証人に対して確認

書（別紙様式４）を交付する。なお、全国本部が行う場合においては、確認書

を交付しない。 

 

 

（１）～（２） （略） 

 

（３）「債務処理計画に基づく資産の贈与」の要件 

① ～② （略） 

③ 当該債務者が、①の保証債務の一部の履行があった時点及び②の資産の贈

与を受けた時点のそれぞれにおいて、租税特別措置法第４２条の４第６項

第４号に規定する中小企業者に該当する内国法人で、中小企業者等に対す

る金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律第２条第１項に規定

する金融機関から受けた事業資金の貸付けにつき、当該貸付けに係る債務

の弁済の負担を軽減するため、同法の施行の日（平成２１年１２月４日）

から平成２８年３月３１日までの間に条件の変更を受けたものであるこ

と。 
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受けたものであること。 

ﾛ 当該債務処理計画が平成２８年４月１日以後に策定されたものであり、

当該内国法人が平成２８年３月３１日以前に、以下のいずれにも該当して

いないこと。 

(ｲ) 株式会社地域経済活性化支援機構法（平成２１年法律第６３号）第

２５条第４項に規定する再生支援決定の対象となった法人 

(ﾛ) 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法（平成２３年法律第１

１３号）第１９条第４項に規定する支援決定の対象となった法人 

(ﾊ) 銀行法施行規則（昭和５７年大蔵省令第１０号）第１７条の２第７

項第８号に規定する合理的な経営改善のための計画（特定金融機関等

が、債務の全部又は一部を免除する措置を実施することを内容とする

ものに限る）を実施している会社 

 

（注） 租税特別措置法第４２条の４第８項第７号に規定する中小企業者と

は、次のいずれかに掲げる法人をいう。 

⑴ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人のうち次に掲げる法人以

外の法人 

イ その発行済株式又は出資の総数又は総額の２分の１以上が同一の大規模

法人（資本金の額若しくは出資金の額が１億円を超える法人又は資本若し

くは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000人を超え

る法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除く。ロにおいて同じ。）の

所有に属している法人 

ロ イに掲げるもののほか、その発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の

２以上が大規模法人の所有に属している法人 

⑵ 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人

以下の法人 

 

④ ～⑥ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 租税特別措置法第４２条の４第６項第４号に規定する中小企業者と

は、次のいずれかに掲げる法人をいう。 

⑴ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人のうち次に掲げる法人以

外の法人 

イ その発行済株式又は出資の総数又は総額の２分の１以上が同一の大規模

法人（資本金の額若しくは出資金の額が１億円を超える法人又は資本若し

くは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000人を超え

る法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除く。ロにおいて同じ。）の

所有に属している法人 

ロ イに掲げるもののほか、その発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の

２以上が大規模法人の所有に属している法人 

⑵ 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人

以下の法人 

 

④ ～⑥ （略） 
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※ なお、当該個人保証人が当該債務者に租税特別措置法（昭和３２年法律第２

６号）第４０条の３の２第１項の要件を満たす資産の贈与を行った場合には、

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５９条第１項第１号の規定の適用につ

いては当該資産の贈与がなかったものとみなす税制措置が講じられており、こ

の措置の適用を受ける場合には、確認書（別紙様式４又は５）を確定申告書に

添付することとされている。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ なお、当該個人保証人が当該債務者に租税特別措置法（昭和３２年法律第２

６号）第４０条の３の２第１項の要件を満たす資産の贈与を行った場合には、

所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５９条第１項第１号の規定の適用につ

いては当該資産の贈与がなかったものとみなす税制措置が講じられており、こ

の措置の適用を受ける場合には、確認書（別紙４様式）を確定申告書に添付す

ることとされている。 

 

１０．中小企業者の事業再生に伴い特定の組合財産に係る債務免除等が租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第６７条の５の２に該当するものであ

ることの確認手続 

再生計画に係る債務者が租税特別措置法第６７条の５の２の適用を受けよ

うとする場合（対象債務者に対する債権（本手順による再生計画成立の発生

前の原因に基づいて生じた債権であるものに限る。以下「再生債権」という。）

を有する二以上の金融機関等の当該再生債権が、当該再生計画の定めるとこ

ろにより同項に規定する特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産とな

る場合に限る。）には、６．（１）及び７．（３）①の再生計画案の内容に次の

（１）に掲げる内容を追加する。 

検討委員会の委員は、７．（３）①の再生計画案の内容に追加した次の（１）

の内容の調査結果を含めて調査報告書を提出することとし、調査した結果、

次の（２）及び（３）の要件を全て満たしていると認められる場合には、債

務者に対してその旨の確認書（別紙様式５）を交付する。なお、全国本部が

行う場合においては、確認書を交付しない。 

 

 

（１）再生計画案及び検討委員会の委員による調査・報告に追加する内容 

・再生債権を有する二以上の金融機関等（預金保険法第２条第１項各号に

掲げる金融機関（同法附則第７条第１項第１号に規定する協定銀行を除

く。）及び法人税法施行令第２４条の２第１項第４号ロからヘまでに掲げ

る者をいう。）の当該再生債権が、特定投資事業有限責任組合契約に係る
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組合財産となること 

・上記再生債権が特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産となる時

において、当該再生債権を有する金融機関等が当該再生債権の対価として

取得する金銭の額及び金銭以外の資産の価額が７．（４）③の貸借対照表

における資産及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等に照らし

て適正であること 

 

（２）「再生計画認可の決定があったことに準ずる事実」の要件 

① 本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

② 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う。 

③ 別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評定

が行われていること。 

④ ③の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免

除等をする金額が決定されていること。 

⑤ 再生債権を有する二以上の金融機関等（預金保険法第２条第１項各号に掲

げる金融機関（同法附則第７条第１項第１号に規定する協定銀行を除く。）

及び法人税法施行令第２４条の２第１項第４号ロからヘまでに掲げる者

をいう。）の当該再生債権が、特定投資事業有限責任組合契約に係る組合

財産となること。 

⑥ ⑤の再生債権が⑤の特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産とな

る時において当該再生債権を有する⑤の金融機関等が当該再生債権の対

価として取得する金銭の額及び金銭以外の資産の価額が③の貸借対照表

における資産及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等に照らし

て適正であること。 

 

 

（３）「対象債務者」の要件 
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１０．個人事業者の事業の用に供されている減価償却資産等に係る評価損失が租

税特別措置法第２８条の２の２に該当するものであることの確認手続 

 

（１） （略） 

 

（削除） 

 

 

 

① 租税特別措置法第４２条の４第２項に規定する中小企業者であって、か

つ、青色申告書を提出する法人で、中小企業者等に対する金融の円滑化

を図るための臨時措置に関する法律第２条第１項に規定する金融機関か

ら受けた事業資金の貸付けにつき、当該貸付けに係る債務の弁済の負担

を軽減するため、同法の施行の日（平成２１年１２月４日）から平成２

８年３月３１日までの間に条件の変更を受けたものであること。 

（注） 租税特別措置法第４２条の４第２項に規定する中小企業者とは、次

のいずれかに掲げる青色申告書を提出する法人をいう。 

⑴ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人のうち次に掲げる法人以

外の法人 

イ その発行済株式又は出資の総数又は総額の２分の１以上が同一の大規模

法人（資本金の額若しくは出資金の額が１億円を超える法人又は資本若し

くは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000人を超え

る法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除く。ロにおいて同じ。）の

所有に属している法人 

ロ イに掲げるもののほか、その発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の

２以上が大規模法人の所有に属している法人 

⑵ 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人

以下の法人 

 

１１．個人事業者の事業の用に供されている減価償却資産等に係る評価損失が租

税特別措置法第２８条の２の２に該当するものであることの確認手続 

 

（１） (略) 

 

（２）再生計画に係る債務者が、租税特別措置法施行令第１８条の６第１項のか

っこ書の適用を受ける場合において、当該債務者からの要請があった場合に

は、６．（１）及び７．（３）①の再生計画案の内容に次の①に掲げる内容を

追加する。 
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検討委員会の委員は、７．（３）①の再生計画案の内容に追加した次の①の

内容の調査結果を含めて調査報告書を提出することとし、調査した結果、次

の②及び③の要件を全て満たしていると認められる場合には、債務者に対し

てその旨の確認書（別紙様式７）を交付する。なお、全国本部が行う場合に

おいては、確認書を交付しない。 

 

①再生計画案及び検討委員会の委員による調査・報告に追加する内容 

・再生債権を有する二以上の金融機関等（預金保険法第２条第１項各号に

掲げる金融機関（同法附則第７条第１項第１号に規定する協定銀行を除

く。）及び法人税法施行令第２４条の２第１項第４号ロからヘまでに掲げ

る者をいう。）の当該再生債権が、特定投資事業有限責任組合契約に係る

組合財産となること 

・上記再生債権が特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産となる時

において、当該再生債権を有する金融機関等が当該再生債権の対価とし

て取得する金銭の額及び金銭以外の資産の価額が７．（４）③の貸借対照

表における資産及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等に照

らして適正であること。 

 

②「再生計画認可の決定があったことに準ずる事実」の要件 

ｲ 本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

ﾛ 別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評定

が行われていること。 

ﾊ 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行うこと 

ﾆ ﾊの実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務者に

対して債務免除等をする金額が決定されていること。 

ﾎ 再生債権を有する二以上の金融機関等（預金保険法第２条第１項各号に掲

げる金融機関（同法附則第７条第１項第１号に規定する協定銀行を除く。）
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（２）再生計画に係る債務者が、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律（以下「震災特例法」と言う。）１７条第１項に規定す

る、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法第５９条第１項に規定する

産業復興機構（以下、産業復興機構という。）の組合財産に係る債務について

債務免除等を受ける場合において、当該債務者からの要請があった場合には、

６．（１）及び７．（３）①の再生計画案の内容に次の①に掲げる内容を追加

する。 

検討委員会の委員は、７．（３）①の再生計画案の内容に追加した次の①の

内容の調査結果を含めて調査報告書を提出することとし、調査した結果、次

の②及び③の要件を全て満たしていると認められる場合には、債務者に対し

てその旨の確認書（別紙様式７）を交付する。なお、全国本部が行う場合に

おいては、確認書を交付しない。 

 

①～④ （略） 

 

１１．債務者が震災特例法第１７条の適用を受けようとする場合の確認手続 

及び法人税法施行令第２４条の２第１項第４号ロからヘまでに掲げる者を

いう。）の当該再生債権が、特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産

となること。 

ﾍ ﾎの再生債権がﾎの特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産となる時

において当該再生債権を有するﾎの金融機関等が当該再生債権の対価とし

て取得する金銭の額及び金銭以外の資産の価額がﾊの貸借対照表における

資産及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等に照らして適正で

あること。 

 

③「確認をする者」の要件 

検討委員会の委員は、法人税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１２号） 

第８条の６第１項第１号の要件を満たしていること。 

 

（３）再生計画に係る債務者が、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の

臨時特例に関する法律（以下「震災特例法」と言う。）１７条第１項に規定す

る、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法第５９条第１項に規定する

産業復興機構（以下、産業復興機構という。）の組合財産に係る債務について

債務免除等を受ける場合において、当該債務者からの要請があった場合には、

６．（１）及び７．（３）①の再生計画案の内容に次の①に掲げる内容を追加

する。 

検討委員会の委員は、７．（３）①の再生計画案の内容に追加した次の①の

内容の調査結果を含めて調査報告書を提出することとし、調査した結果、次

の②及び③の要件を全て満たしていると認められる場合には、債務者に対し

てその旨の確認書（別紙様式８）を交付する。なお、全国本部が行う場合に

おいては、確認書を交付しない。 

 

①～④ （略） 

 

１２．債務者が震災特例法第１７条の適用を受けようとする場合の確認手続 
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     再生計画に係る債務者が、震災特例法第１７条の適用を受けようとする場

合には、６．（１）及び７．（３）①の再生計画案の内容に次の（１）に掲げ

る内容を追加する。 

検討委員会の委員は、７．（３）①の再生計画案の内容に追加した次の（１）

の内容の調査結果を含めて調査報告書を提出することとし、調査した結果、

次の（２）から（４）の要件を全て満たしていると認められる場合には、債

務者に対してその旨の確認書（別紙様式８）を交付する。なお、全国本部が

行う場合においては、確認書を交付しない。 

 

（１）～（４） （略） 

 

 

（別紙） (略) 

 

 

（別紙様式１） 

令和   年   月   日 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 

 理事長 ●● ●● 殿 

（中小企業再生支援協議会会長 殿 

認定支援機関の長 殿） 

 

(債務者名)再生計画検討委員会  

委員長   印   

(中小企業再生支援全国本部)      

                                                   (印) 

 

再生計画検討委員会の設置に関する報告書 

 

     再生計画に係る債務者が、震災特例法第１７条の適用を受けようとする場

合には、６．（１）及び７．（３）①の再生計画案の内容に次の（１）に掲げ

る内容を追加する。 

検討委員会の委員は、７．（３）①の再生計画案の内容に追加した次の（１）

の内容の調査結果を含めて調査報告書を提出することとし、調査した結果、

次の（２）から（４）の要件を全て満たしていると認められる場合には、債

務者に対してその旨の確認書（別紙様式９）を交付する。なお、全国本部が

行う場合においては、確認書を交付しない。 

 

（１）～（４） （略） 

 

 

（別紙） （略） 

 

 

（別紙様式１） 

平成   年   月   日 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 

 理事長 ●● ●● 殿 

（中小企業再生支援協議会会長 殿 

認定支援機関の長 殿） 

 

(債務者名)再生計画検討委員会  

委員長   印   

(中小企業再生支援全国本部)      

                                                   (印) 

 

再生計画検討委員会の設置に関する報告書 
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「中小企業再生支援スキーム」に基づき、（債務者名）再生計画検討委員会を設

置しましたので、報告します。 

 

 

１．債務者 

住所 

名称 

代表者氏名 

２．主要債権者 

 （※記載例：○○銀行○○支店） 

３．再生計画検討委員会の委員長及び委員 

委員長 

住所 

氏名（※記載例：弁護士 ○○○○、公認会計士 ○○○○） 

委員 

住所 

氏名 

住所 

氏名 

４．設置日 

   令和  年  月  日 

 

 

（別紙様式２） 

令和  年  月  日 

 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 

 理事長 ●● ●● 殿 

（中小企業再生支援協議会会長 殿 

「中小企業再生支援スキーム」に基づき、（債務者名）再生計画検討委員会を設

置しましたので、報告します。 

 

 

１．債務者 

住所 

名称 

代表者氏名 

２．主要債権者 

 （※記載例：○○銀行○○支店） 

３．再生計画検討委員会の委員長及び委員 

委員長 

住所 

氏名（※記載例：弁護士 ○○○○、公認会計士 ○○○○） 

委員 

住所 

氏名 

住所 

氏名 

４．設置日 

   平成  年  月  日 

 

 

（別紙様式２） 

平成  年  月  日 

 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 

 理事長 ●● ●● 殿 

（中小企業再生支援協議会会長 殿 
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認定支援機関の長 殿） 

 

(債務者名)再生計画検討委員会 

委員長    印 

(中小企業再生支援全国本部)   

 (印) 

 

再生計画検討委員会の確認書交付に関する報告書 

 

「中小企業再生支援スキーム」に基づき設置した（債務者名）再生計画検討委

員会が、（債務者名）の再生計画案について、別紙のとおり確認書を交付しました

ので報告します。 

 

 

（債務者宛に交付した「別紙様式３」の写しを別紙として添付する。） 

 

 

（別紙様式３） 

令和  年  月  日 

 

［債務者］ 

 住所 

 名称 

 代表者氏名   殿 

 

(債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名（※記載例：弁護士 ○○○○）   印 

認定支援機関の長 殿） 

 

(債務者名)再生計画検討委員会 

委員長    印 

(中小企業再生支援全国本部)   

 (印) 

 

再生計画検討委員会の確認書交付に関する報告書 

 

「中小企業再生支援スキーム」に基づき設置した（債務者名）再生計画検討委

員会が、（債務者名）の再生計画案について、別紙のとおり確認書を交付しました

ので報告します。 

 

 

（債務者宛に交付した「別紙様式３」の写しを別紙として添付する。） 

 

 

（別紙様式３） 

平成  年  月  日 

 

［債務者］ 

 住所 

 名称 

 代表者氏名   殿 

 

(債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名（※記載例：弁護士 ○○○○）   印 
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委員 

住所 

氏名                                印 

住所 

氏名                   印 

 

「中小企業再生支援スキーム」の適用に関する確認書 

 

 

 

「中小企業再生支援スキーム」に従って作成された貴社の再生計画案について、

以下の確認を行いました。 

 

 

１．債務者 

  住所 

  名称 

２．主要債権者 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

３．確認事項 

  調査の結果、再生計画案に関して調査報告書のとおり特段の問題は認められ

ませんでした。また、次の事項について確認を行いました。 

① 「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策定された再

生計画であること。 

② 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う。 

③ 「中小企業再生支援スキーム」の別紙「実態貸借対照表作成に当たっての

評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

④ ③の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免

委員 

住所 

氏名                                印 

住所 

氏名                   印 

 

「中小企業再生支援スキーム」の適用に関する確認書 

 

 

 

「中小企業再生支援スキーム」に従って作成された貴社の再生計画案について、

以下の確認を行いました。 

 

 

１．債務者 

  住所 

  名称 

２．主要債権者 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

３．確認事項 

  調査の結果、再生計画案に関して調査報告書のとおり特段の問題は認められ

ませんでした。また、次の事項について確認を行いました。 

① 「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策定された再

生計画であること。 

② 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う。 

③ 「中小企業再生支援スキーム」の別紙「実態貸借対照表作成に当たっての

評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

④ ③の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免
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除等をする金額が決定されていること。 

 

 

（別紙様式４）（９．（３）③ｲ該当の場合） 

令和  年  月  日 

 

租税特別措置法第４０条の３の２の適用に関する確認書 

 

 

（住所） 

（保証人名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

下記の債務者の再生計画において定められた貴殿の資産の贈与に関し、租税

特別措置法第４０条の３の２を適用のため、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 

 

債務者：（住所）（債務者名） 

贈与財産：（資産の種類）（所在地等）（数量） 

 

除等をする金額が決定されていること。 

 

 

（別紙様式４） 

平成  年  月  日 

 

租税特別措置法第４０条の３の２の適用に関する確認書 

 

 

（住所） 

（保証人名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

下記の債務者の再生計画において定められた貴殿の資産の贈与に関し、租税

特別措置法第４０条の３の２を適用のため、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 

 

債務者：（住所）（債務者名） 

贈与財産：（資産の種類）（所在地等）（数量） 
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確認事項： 

（１）当該再生計画が、中小企業再生支援スキームに定められた手続きに従っ

て策定されていること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、中小企業再生支援スキーム

の別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評

定が行われていること。 

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資

産評定は公正な価額により行う。 

（４）当該再生計画に、（３）の実態貸借対照表における資産及び負債の価額、

当該再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免除等をする金額が

定められていること。 

（５）当該再生計画に、二以上の金融機関等（法人税法施行令（昭和４０年政令

第９７号）第２４条の２第１項第４号に規定する者に限る。）又は政府関係金

融機関等（同項第５号に規定する者に限る。）が債務免除等をすることが定

められていること。  

（６）貴殿が、当該再生計画に基づき、当該債務者の債務の保証に係る保証債

務の一部を履行していること。 

（７）当該再生計画に基づいて行われた当該債務者に対する資産の贈与及び

（６）の保証債務の一部の履行後においても、貴殿が債務者の債務の保証

に係る保証債務を有していることが、当該再生計画において見込まれてい

ること。 

（８）当該債務者が、（６）の保証債務の一部の履行があった時点及び（７）の

資産の贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、租税特別措置法第４２条の

４第８項第７号に規定する中小企業者に該当する内国法人で、中小企業者

等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律第２条第１項

に規定する金融機関から受けた事業資金の貸付けにつき、当該貸付けに係

る債務の弁済の負担を軽減するため、同法の施行の日（平成２１年１２月

４日）から平成２８年３月３１日までの間に条件の変更を受けたものであ

ること。 

確認事項： 

（１）当該再生計画が、中小企業再生支援スキームに定められた手続きに従っ

て策定されていること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、中小企業再生支援スキーム

の別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評

定が行われていること。 

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資

産評定は公正な価額により行う。 

（４）当該再生計画に、（３）の実態貸借対照表における資産及び負債の価額、

当該再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免除等をする金額が

定められていること。 

（５）当該再生計画に、二以上の金融機関等（法人税法施行令（昭和４０年政令

第９７号）第２４条の２第１項第４号に規定する者に限る。）又は政府関係金

融機関等（同項第５号に規定する者に限る。）が債務免除等をすることが定

められていること。  

（６）貴殿が、当該再生計画に基づき、当該債務者の債務の保証に係る保証債

務の一部を履行していること。 

（７）当該再生計画に基づいて行われた当該債務者に対する資産の贈与及び

（６）の保証債務の一部の履行後においても、貴殿が債務者の債務の保証

に係る保証債務を有していることが、当該再生計画において見込まれてい

ること。 

（８）当該債務者が、（６）の保証債務の一部の履行があった時点及び（７）の

資産の贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、租税特別措置法第４２条の

４第６項第４号に規定する中小企業者に該当する内国法人で、中小企業者

等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律第２条第１項

に規定する金融機関から受けた事業資金の貸付けにつき、当該貸付けに係

る債務の弁済の負担を軽減するため、同法の施行の日（平成２１年１２月

４日）から平成２８年３月３１日までの間に条件の変更を受けたものであ

ること。 



14 

 

（９）貴殿が、（６）の保証債務の一部の履行があった時点及び（７）の資産の

贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、当該債務者の取締役又は業務を執

行する社員であること。 

（１０）当該債務者が、（７）の資産の贈与を受けた後に、当該資産をその事業

の用に供することが当該再生計画において定められていること。 

（１１）（７）の資産は、貴殿の有する資産（有価証券を除く。）であり、かつ、

当該資産に設定された賃借権、使用貸借権その他資産の使用又は収益を目

的とする権利が、現に当該債務者の事業の用に供されているものであるこ

と。 

 

 

（別紙様式５）（９．（３）③ﾛ該当の場合） 

令和  年  月  日 

 

租税特別措置法第４０条の３の２の適用に関する確認書 

 

 

（住所） 

（保証人名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

（９）貴殿が、（６）の保証債務の一部の履行があった時点及び（７）の資産の

贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、当該債務者の取締役又は業務を執

行する社員であること。 

（１０）当該債務者が、（７）の資産の贈与を受けた後に、当該資産をその事業

の用に供することが当該再生計画において定められていること。 

（１１）（７）の資産は、貴殿の有する資産（有価証券を除く。）であり、かつ、

当該資産に設定された賃借権、使用貸借権その他資産の使用又は収益を目

的とする権利が、現に当該債務者の事業の用に供されているものであるこ

と。 

 

 

（別紙様式５）  

平成  年  月  日 

 

［債務者］ 

住所  

名称  

代表者氏名 殿  

 

（債務者名）再生計画検討委員会  

委員長  

住所  

氏名              印  

委員  

住所  

氏名              印  

住所  

氏名              印  
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下記の債務者の再生計画において定められた貴殿の資産の贈与に関し、租税

特別措置法第４０条の３の２を適用のため、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 

 

債務者：（住所）（債務者名） 

贈与財産：（資産の種類）（所在地等）（数量） 

 

確認事項： 

（１）当該再生計画が、中小企業再生支援スキームに定められた手続きに従っ

て策定されていること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、中小企業再生支援スキーム

の別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評

定が行われていること。 

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資

産評定は公正な価額により行う。 

（４）当該再生計画に、（３）の実態貸借対照表における資産及び負債の価額、

当該再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免除等をする金額が

定められていること。 

（５）当該再生計画に、二以上の金融機関等（法人税法施行令（昭和４０年政令

第９７号）第２４条の２第１項第４号に規定する者に限る。）又は政府関係金

融機関等（同項第５号に規定する者に限る。）が債務免除等をすることが定

められていること。  

（６）貴殿が、当該再生計画に基づき、当該債務者の債務の保証に係る保証債

務の一部を履行していること。 

（７）当該再生計画に基づいて行われた当該債務者に対する資産の贈与及び

（６）の保証債務の一部の履行後においても、貴殿が債務者の債務の保証

に係る保証債務を有していることが、当該再生計画において見込まれてい

ること。 

租税特別措置法第６７条の５の２の適用に関する確認書 

 

下記の債務者の再生計画において再生債権が特定投資事業有限責任組合契約

に係る組合財産となることについて、租税特別措置法第６７条の５の２を適用

のため、以下の点につき確認を行いました。 

 なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 

 

１．債務者 

住所 

名称 

２．債権者 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

３．確認事項 

① 「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策定された再

生計画であること。 

② 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う。 

③ 「中小企業再生支援スキーム」の別紙「実態貸借対照表の作成に当たって

の評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

④ ③の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免 

除等をする金額が決定されていること。 

⑤ 再生債権（再生計画成立の発生前の原因に基づいて生じた債権であるも

の）を有する二以上の金融機関等（預金保険法第２条第１項各号に掲げる

金融機関（同法附則第７条第１項第１号に規定する協定銀行を除く。）及

び法人税法施行令第２４条の２第１項第４号ロからヘまでに掲げる者を

いう。）の当該再生債権が、租税特別措置法第６７条の５の２第１項に規

定する特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産となること。 

⑥ ⑤の再生債権が⑤の特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産とな
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（８）当該債務者が、（６）の保証債務の一部の履行があった時点及び（７）の

資産の贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、租税特別措置法第４２条の

４第８項第７号に規定する中小企業者に該当する内国法人で、当該債務処理

計画が平成２８年４月１日以後に策定されたものであり、当該内国法人が平

成２８年３月３１日以前に、以下のいずれにも該当していないこと。 

(ｲ) 株式会社地域経済活性化支援機構法（平成２１年法律第６３号）第

２５条第４項に規定する再生支援決定の対象となった法人 

(ﾛ) 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法（平成２３年法律第１

１３号）第１９条第４項に規定する支援決定の対象となった法人 

(ﾊ) 銀行法施行規則（昭和５７年大蔵省令第１０号）第１７条の２第７

項第８号に規定する合理的な経営改善のための計画（特定金融機関等

が、債務の全部又は一部を免除する措置を実施することを内容とする

ものに限る）を実施している会社 

（９）貴殿が、（６）の保証債務の一部の履行があった時点及び（７）の資産の

贈与を受けた時点のそれぞれにおいて、当該債務者の取締役又は業務を執

行する社員であること。 

（１０）当該債務者が、（７）の資産の贈与を受けた後に、当該資産をその事業

の用に供することが当該再生計画において定められていること。 

（１１）（７）の資産は、貴殿の有する資産（有価証券を除く。）であり、かつ、

当該資産に設定された賃借権、使用貸借権その他資産の使用又は収益を目

的とする権利が、現に当該債務者の事業の用に供されているものであるこ

と。 

 

 

（別紙様式６） 

令和  年  月  日 

 

租税特別措置法第２８条の２の２の適用に関する確認書 

（二以上の金融機関等から債務免除等を受ける場合） 

る時において当該再生債権を有する⑤の金融機関等が当該再生債権の対

価として取得する金銭の額及び金銭以外の資産の価額が③の貸借対照表

における試算及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等に照らし

て適正であること。 

⑦ 当該債務者が、当該再生計画成立時点において、租税特別措置法第４２

条の４第２項に規定する中小企業者で、中小企業者等に対する金融の円

滑化を図るための臨時措置に関する法律第２条第１項に規定する金融機

関から受けた事業資金の貸付けにつき、当該貸付けに係る債務の弁済の

負担を軽減するため、同法の施行の日（平成２１年１２月４日）から平

成２８年３月３１日までの間に条件の変更を受けたものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙様式６） 

平成  年  月  日 

 

租税特別措置法第２８条の２の２の適用に関する確認書 

（二以上の金融機関等から債務免除等を受ける場合） 
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（住所） 

（債務者名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

貴殿の再生計画に関し、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 

 

債権者： 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

 

確認事項： 

（１）当該再生計画が、本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた

手続きに従って策定されていること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、別紙「実態貸借対照表の作成

に当たっての評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う（資産評定の詳細については別添のとおり）。 

（４）当該再生計画に、（３）の実態貸借対照表における資産及び負債の価額、当

 

 

（住所） 

（債務者名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

貴殿の再生計画に関し、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 

 

債権者： 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

 

確認事項： 

（１）当該再生計画が、本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた

手続きに従って策定されていること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、別紙「実態貸借対照表の作成

に当たっての評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う（資産評定の詳細については別添のとおり）。 

（４）当該再生計画に、（３）の実態貸借対照表における資産及び負債の価額、当
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該再生計画における損益の見込み等に基づいて債務者に対し債務免除等を

する金額が定められていること。 

（５）二以上の金融機関等（法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第２４

条の２第１項第４号に規定する者に限る。）又は政府関係金融機関等（同項

第５号に規定する者に限る。）が債務免除等をすること。 

 

 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該再生計画における損益の見込み等に基づいて債務者に対し債務免除等を

する金額が定められていること。 

（５）二以上の金融機関等（法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第２４

条の２第１項第４号に規定する者に限る。）又は政府関係金融機関等（同項

第５号に規定する者に限る。）が債務免除等をすること。 

 

 

（別紙様式７） 

平成  年  月  日 

 

租税特別措置法第２８条の２の２の適用に関する確認書 

（租税特別措置法施行令第１８条の６第１項かっこ書の適用を受ける場合） 

 

 

（住所） 

（債務者名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

貴殿の再生計画に関し、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、法人税法施行規則第８条の６第１

項の要件を満たす者です。 
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（別紙様式７） 

令和  年  月  日 

 

租税特別措置法第２８条の２の２の適用に関する確認書 

 

債権者： 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

 

確認事項： 

（１）本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、別紙「実態貸借対照表の作成

に当たっての評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う（資産評定の詳細については別添のとおり）。

（４）（２）の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づい

て債務者に対し債務免除等をする金額が決定されていること。 

（５）再生債権を有する二以上の金融機関等（預金保険法第２条第１項各号に掲

げる金融機関（同法附則第７条第１項第１号に規定する協定銀行を除く。）

及び法人税法施行令第２４条の２第１項第４号ロからヘまでに掲げる者を

いう。）の当該再生債権が、特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産

となること。 

（６）（５）の再生債権が（５）の特定投資事業有限責任組合契約に係る組合財産

となる時において当該再生債権を有する（５）の金融機関等が当該再生債

権の対価として取得する金銭の額及び金銭以外の資産の価額が（３）の貸

借対照表における資産及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等

に照らして適正であること。 

 

 

（別紙様式８） 

平成  年  月  日 

 

租税特別措置法第２８条の２の２の適用に関する確認書 
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（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の規定

により再生債権が産業復興機構の組合財産となり債務免除等を受ける場合） 

 

 

（住所） 

（債務者名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

貴殿の再生計画に関し、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則第６条の２第１項第１号の要件を

満たす者です。 

 

債権者： 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

 

確認事項： 

（１）本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、別紙「実態貸借対照表の作成

に当たっての評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 

（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律の規定

により再生債権が産業復興機構の組合財産となり債務免除等を受ける場合） 

 

 

（住所） 

（債務者名） 

                  (債務者名)再生計画検討委員会 

委員長 

住所 

氏名(※記載例：弁護士○○○○) 印 

委員 

住所 

氏名              印 

住所 

氏名              印 

 

貴殿の再生計画に関し、以下の点につき確認を行いました。 

なお、上記再生計画検討委員会の委員は、東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則第６条の２第１項第１号の要件を

満たす者です。 

 

債権者： 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

 

確認事項： 

（１）本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

（２）当該債務者の有する資産及び負債について、別紙「実態貸借対照表の作成

に当たっての評価基準」に基づいて資産評定が行われていること。 
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（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う（資産評定の詳細については別添のとおり）。

（４）（２）の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づい

て債務免除等をする金額が決定されていること。 

（５）再生計画に係る債務者に対して、産業復興機構の組合財産である債権につ

き、産業復興機構に係る投資事業有限責任組合契約等を締結している金融

機関等（法人税法施行令第２４条の２第１項第４号イからヘまでに掲げる

者をいう。）が債務免除等をすること。 

（６）当該債務者が、当該再生計画成立時点において、東日本大震災によって被

害を受けたことにより過大な債務を負っている事業者であって、産業復興

機構の組合財産である債権の債務者である事業者であること。 

（別添） 

（単位：円） 

資産科目 簿価 評価額 評価損 

建物 

建物附属設備 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ 

合計 ○○，○○○ ○○，○○○ ○○，○○○ 

 

 

（別紙様式８）  

令和  年  月  日 

 

［債務者］ 

住所  

（３）資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う（資産評定の詳細については別添のとおり）。

（４）（２）の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づい

て債務免除等をする金額が決定されていること。 

（５）再生計画に係る債務者に対して、産業復興機構の組合財産である債権につ

き、産業復興機構に係る投資事業有限責任組合契約等を締結している金融

機関等（法人税法施行令第２４条の２第１項第４号イからヘまでに掲げる

者をいう。）が債務免除等をすること。 

（６）当該債務者が、当該再生計画成立時点において、東日本大震災によって被

害を受けたことにより過大な債務を負っている事業者であって、産業復興

機構の組合財産である債権の債務者である事業者であること。 

（別添） 

（単位：円） 

資産科目 簿価 評価額 評価損 

建物 

建物附属設備 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ 

合計 ○○，○○○ ○○，○○○ ○○，○○○ 

 

 

（別紙様式９）  

平成  年  月  日 

 

［債務者］ 

住所  
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名称  

代表者氏名 殿  

 

（債務者名）再生計画検討委員会  

委員長  

住所  

氏名              印  

委員  

住所  

氏名              印  

住所  

氏名              印  

 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例 

に関する法律第１７条に適用に関する確認書 

 

下記の債務者の再生計画において東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律第１７条の適用のため、以下の点につき確認を行い

ました。 

 なお、上記再生計画検討委員会の委員は、東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則第６条の２第１項第２号の要件を

満たす者です。 

 

１．債務者 

住所 

名称 

２．債権者 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

３．確認事項 

名称  

代表者氏名 殿  

 

（債務者名）再生計画検討委員会  

委員長  

住所  

氏名              印  

委員  

住所  

氏名              印  

住所  

氏名              印  

 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例 

に関する法律第１７条に適用に関する確認書 

 

下記の債務者の再生計画において東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律第１７条の適用のため、以下の点につき確認を行い

ました。 

 なお、上記再生計画検討委員会の委員は、東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則第６条の２第１項第２号の要件を

満たす者です。 

 

１．債務者 

住所 

名称 

２．債権者 

（※記載例：○○銀行○○支店） 

３．確認事項 
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①本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

② 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う。 

③ 別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評定

が行われていること。 

④ ③の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免

除等をする金額が決定されていること。 

⑤被災法人に対して、産業復興機構の組合財産である債権につき、産業復興

機構に係る投資事業有限責任組合契約等を締結している金融機関等（法人

税法施行令第２４条の２第１項第４号イからヘまでに掲げる者をいう。）が

債務免除等をすること。 

⑥当該債務者が、当該再生計画成立時点において、東日本大震災によって被

害を受けたことにより過大な債務を負っている法人であって、産業復興機

構の組合財産である債権の債務者である法人であること。 

 

①本スキーム「中小企業再生支援スキーム」に定められた手続きに従って策

定された再生計画であること。 

② 資産評定に基づいて実態貸借対照表が作成されていること。ただし、資産

評定は公正な価額により行う。 

③ 別紙「実態貸借対照表の作成に当たっての評価基準」に基づいて資産評定

が行われていること。 

④ ③の実態貸借対照表、再生計画における損益の見込み等に基づいて債務免

除等をする金額が決定されていること。 

⑤被災法人に対して、産業復興機構の組合財産である債権につき、産業復興

機構に係る投資事業有限責任組合契約等を締結している金融機関等（法人

税法施行令第２４条の２第１項第４号イからヘまでに掲げる者をいう。）が

債務免除等をすること。 

⑥当該債務者が、当該再生計画成立時点において、東日本大震災によって被

害を受けたことにより過大な債務を負っている法人であって、産業復興機

構の組合財産である債権の債務者である法人であること。 

 


